
「事業カルテ」の見方 
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◇自己点検項目 

評価軸 項目 判断基準 

成果指標の推移 

Ａ 成果が向上している  

成果指標の推移から、

事業の有効性について

検証する。 

Ｂ 成果を維持している  

Ｃ 成果が低下している  

N 一律に比較できない  

今後の 

見通し 

量的ニーズ（事業を必要とす

る（利用する）人の総数） 

Ａ 拡大していくと考えられる  

今後の市民ニーズと今

後の必要資源の予測か

ら、今後の需給見通し

を予測する。 

 

Ｂ 現状と変わらない  

Ｃ 縮小していくと考えられる  

Ｎ 予測が困難である  

今後の一般財源所要額 

Ａ 拡大していくと考えられる  

Ｂ 現状と変わらない  

Ｃ 縮小していくと考えられる  

Ｎ 予測が困難である  

今後の方向性 

ア 廃止  
自己点検結果を踏まえ

て、今後の方向性を検

討する。 

イ 現状のまま継続  

ウ 見直しのうえで継続  

事業カルテの見方 

◇間接経費について 

直接経費（決算額）には含まれない、人件

費などの目に見えにくい費用を間接経費とし

て示すことで、事業にかかる実コストを示す。 
人件費の算出方法については、様々な方法

が考えられるが、同じ手法により継続的に算

出することで、多摩市における事業経費の相

対的な把握が可能となり、数値の信頼性も高

まる。そのため、平成 16年度の算出開始よ

り、一貫して右記の方法を用いている。 

①職員人件費：一般常勤職員の人件費（管理職を除く） 
「従事人員数」に、「職員１人あたりの人件費単価〔給与（残
業分を含む）、退職金相当分、福利厚生等、１人の職員に要する
費用の平均額〕」を掛けたもの。実際の職員給与とは異なる。 

・平成 27年度      9,365,589円 
・平成 28年度   9,253,390円 
・平成 29年度   8,812,983円 
・平成 30年度    8,400,609円 
・令和元年度   8,582,437円     

 
②従事人員数：管理職を除く職員を、事業ごとに案分した人員数 
③その他の人件費：事業費（決算額）には含まれていない、 

非常勤一般職、嘱託職員、再任用職員、再雇用職員、臨時職員

の合算額 

◇成果指標について 
 数値による指標を設定することは、できる

だけ客観的な視点で成果を示すことであり、

市民との情報共有のための重要なポイントと

なる。 
 しかし、事業によっては数値化が困難なも

の、特に成果指標の設定にそぐわないものも

ある。その場合は、理由を記した上で指標欄

を空欄にするものや、市民が成果をイメージ

できるよう文章で記入している。 
 なお、目標設定がそぐわない場合は、把握
している現状値等を記入している。 
  

①活動指標（アウトプット）＝単純な結果 
 市が市民生活に供給する財やサービス。主語は「市」 

 例）市はごみのリサイクル講習会を３回実施した 

 
②成果指標（アウトカム）＝施策や事業など市が市民生活などに

与える変化 
市民が受け取る成果。主語は「市民」  

 例）講習会の参加により 
リサイクルに興味をもったと答えた市民の数：２０人 
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